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金融監督機関が企業構造調整に及ぼす影響：グローバル金融危機以降を中心に 

Kim, Ji-Pyoung1 

 

＊本報告文は、著者が個人的に検討し作成したものとして、著者の所属の法律事務所の立場とは如何

なる関連もありません。 

 

1． 金融監督機関概要および構造調整に対する影響外観 

1) 金融監督機関概要および設立沿革 

 韓国の金融監督機関としては金融委員会と金融監督院があり、上記の機関は金融委員会の

設定等に関する法律に根拠し設立されている2。この法律の母体は、大韓民国が深刻な経済危

機を経験していた 1997 年 12 月 31 日に制定され 1998 年 4 月 1日に施行された金融監督機構

の設置等に関する法律で、当時、韓国銀行、銀行監督院、証券監督院、保険監督院および財

政経済院等に分散されていた主要業圏別金融監督機能を統合・一元化するため、金融監督委

員会および金融監督院が発足した。金融監督機関の設定等に関する法律は、2008 年 2 月 29

日に金融委員会の設定等に関する法律として名称変更等一部改正されたが、上記の改正法律

において金融政策機能を一元化し、これに対する監督執行機能を集中する目的により、当

時、財政経済部の金融政策機能と金融監督委員会の監督政策機能を統合し、金融委員会が発

足しており、金融監督院は金融委員会の政策決定による監督執行を専門に担当するように

し、二元的な監督機関体系を確立し3現在に至っている。 

2) 金融委員会の金融監督院の事務および構造調整関連政策機能の根拠 

 金融委員会の設置等に関する法律第 17 条第 1号および第２号によると、金融委員会は、金

融に関する政策および制度に関する事項および金融機関監督および検査・制裁に関する事項

を所管事務として遂行している。また、同法第 37 条第 1号および第 3号によると、金融監督

院は、同法第 38 条各号の検査対象金融機関の業務および財産状況に対する検査および金融委

員会と同法または他の法令により金融委員会に設けられた機関に対する業務支援を職務とし

て遂行している。 

 銀行法第 34 条第 2項において代表的に規定しているように、金融機関の監督において最も

重要なのは資本の適正性、財産の健全性、流動性等経営の健全性を維持することであり、金

融委員会はこれに重点を置いた金融機関監督政策事務を遂行し、金融監督院はこれに関連す

る検査および金融委員会業務支援職務を遂行する。 

                                                 
1 Kim&Chang 法律事務所弁護士、法学博士 
2 金融委員会の設置等に関する法律の金融委員会、金融監督院設立根拠条文は次のとおりである。第 3

条（金融委員会の設置および地位）①金融政策、外国換業務取扱い機関の健全性監督および金融監督

に関する業務を遂行するために国務総理所属で金融委員会をおく。 
②金融委員会は「政府組織法」第 2 条により設置された中央行政機関としてその権限に属する事務を

独立的に遂行する。 
第 24 条（金融監督院の設立）①金融委員会や証券先物委員会の指導・監督を受け金融機関に対する検

査・監督業務等を遂行するため金融監督院を設立する。 
②金融監督院は無資本特殊法人にする。 

3 2008 年 2 月 29 日に一部改正された金融委員会の設置等に関する法律（法律第 8863 号）の【制定・改

正理由】 
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 そのため、こうした個別金融機関の経営健全性維持および破綻防止の次元においても金融

機関と金融取引関係を結んでいる個別企業の迅速で円滑な構造調整が必要であり、このため

韓国の金融監督機関が先制的構造調整のための各種政策整備および構造調整への関与機能を

遂行している。 

3) 金融監督機関の構造調整手続に対する影響 

 金融監督機関の先制的構造調整のための各種政策整備および構造調整への関与の結果、対

象企業が新たな協約等に根拠して金融機関を中心とする先制的な構造調整手続を進行して、

法的倒産手続を進行せず、構造調整を成功的に終了する場合もあれば、逆に先制的構造調整

手続が失敗する場合、むしろ結果的に法的倒産手続の申請が遅延される場合もありうる。最

近には金融機関を中心とする先制的構造調整手続と法的倒産手続間の協力的関係を構築しよ

うとする動きもある。金融監督機関のこうした政策的介入は構造調整対象企業の構造調整手

続の選択、進行過程に相当する影響を及ぼしている4。 

 

2． 金融監督機関の先制的構造調整のための各種政策整備および構造調整への関与の類型 

 韓国での金融監督機関の先制的構造調整のための各種政策整備および構造調整への関与機能は

大きく、三種類のありさまで現れている。１)産業別構造調整方向を含めた構造調整推進方向決定

および政策推進、2)構造調整推進に必要な法律および協約等制定関与、3)構造調整推進に必要な

機関設立関与である。以下ではこれを分けて具体的な金融監督当局の構造調整関与機能を見てみ

る。 

 

3． 産業別構造調整方向を含めた構造調整推進方向決定および政策推進 

1) 2008 年金融危機対応および市場の不確実性解消のための構造調整推進方向設定・体系定立 

 2008 年グローバル金融危機の余波で国内金融市場が不安定になって、金融委員会と金融監

督院は合同して構造調整推進方向設定および体系定立を行った5。まず、構造調整推進方向

は、①企業構造調整は企業を生かすことに重点を置いて推進し、回生可能性がない企業は迅

速に整理し、②外換危機時と同様にすでに不実化された企業に対する一括的構造調整でない

個別企業およびグループ別に構造調整を推進し必要な場合に産業別に対応し、③すでに Fast 

Track,貸主団協約等を適用されている一時的流動性不足企業に対しては金融支援と構造調整

を並行することにした。このため、①2008 年 11 月 28 日に企業構造調整業務を効率的に支援

するため、「企業財務改善支援団」を金融委員会/金融監督院が合同で設置し、団長は金融監

督院長が兼任することにし、②メイン銀行が対象企業別に債権金融機関協議会を構成し構造

                                                 
4 金融監督機関が一般的な政策立案および執行機能を通じ構造調整手続に関与することを超えて、個別

金融機関に影響力を行使し個別対象企業の構造調整手続に影響を及ぼすのは上記の金融委員会の設置

等に関する法律上の金融監督企業の権限を越えているとして論争する余地がありうるので注意が必要

である。実例として金融監督院は、京南企業の 2013 年の三つ目のワークアウト申請当時、メイン銀行

である新刊銀行が大株主無償減資後、出資転換を推進すると定めたにもかかわらず、債権金融機関協

議会において「大株主無償減資」部分を削除した案件が通過できるように影響力を行使し、結局、故

成完鍾前京南企業会長の持分の無償減資なく 1000 億ウォン台出資転換がやり遂げられるように不当な

介入を行ったという論争があって問題となった。 
5 2008 年 12 月 9 日に、金融委員会/金融監督院報道資料「企業構造調整推進方向および推進体系」 
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調整方案を協議、議決することにし、③債権金融機関協議会において意見がある場合、企業

構造調整促進法による債権金融機関調整委員会がこれを調整することにした。6 

2) 建設・中小造船業・海運業等特定産業関連構造調整方向決定 

ア 建設業構造調整推進の方向 

 上記で見た企業財務改善支援団は、2009 年初頭に建設景気沈滞による未分譲住宅増加

等により建設会社たちの連鎖倒産等が憂慮されているにつれ、建設業構造調整推進方向

を提示した。まず、①金融会社の健全性および金融市場に及ぼす影響を把握し、②建設

会社流動性支援強化方案（P-CBO を通じた支援、ブリッジローン保証を通じた支援、貸

主団協約を通じた支援等）を整備し、③協力企業流動性支援（市中銀行に対して回生手

続等進行中の建設会社の協力会社に対する金融支援を積極的に勧告し、一時的流動性不

足協力会社に対する中小企業 Fast Track プログラムを優先に適用し、共済組合等保証

機関で下請け支給保証処理期間を最大限に短縮し協力会社に下請け代金早期支給等）等

の方案を提示した7。 

イ 中小造船業構造調整推進の方向 

 企業財務改善支援団は中小造船企業に対しても構造調整推進方向を提示したが、①金

融会社健全性および金融市場に及ぼす影響を把握し、②構造調整手続迅速進行で既に受

注した契約の納期遅延等防止を誘導し、③海外船主 RG 請求最小化のため船主協商を債

権金融機関が支援するように誘導し、④一時的流動性危機に対する政策的支援を強化す

る（構造調整進行中である中小造船社の協力社に対する金融支援協助要請を通じ金融支

援がやり遂げられるようにし積極的に勧告し、回生手続開始の中小造船社の場合、回生

計画案により協力社が回収することができる予想金額を担保で運営資金を支援し、一時

的流動性不足協力企業に対する中小企業 Fast Track プログラムを優先に適用し、輸出

保険工事等の中長期輸出金融拡大等を通じ造船企業に対する十分な流動性供給持続）方

案等を提示した。8 

ウ 海運業構造調整推進の方向 

 企業財務改善支援団は海運運賃の暴落による破綻兆候海運社に対しても、①常時構造

調整推進（流動性憂慮がある一部大型企業は財務構造改善約定等を通じ自律的構造調整

を誘導し、一時的流動性問題を経験している回生可能な中小企業に対しては Fast Track

等を活用し構造調整と金融支援の並行等）②構造調整船舶ファンド運営改善（現在運行

中船舶に対し支援されている船舶ファンドファンド買入対象を建造中船舶まで含めるよ

うに対象を拡大し、債権金融機関たちも船舶ファンドに参与するように誘導等）③金融

機関の船舶金融を提供する基準を緩和し（建造中船舶に対し輸出入銀行の船舶金融支

援、建造中船舶の円満な建造進行がやり遂げられるように支援することで海運・造船・

                                                 
6 企業財務改善支援団は設立から 2 年間限時的に運営されたにもかかわらず、現在は存在しない組織で

ある。一方、企業構造調整促進法（「企促法」）は、2001 年 8 月に限時法として制定されて以来、数

回の延長および再立法を経て効力を維持してきたが、2018 年 6 月 30 日に日没された。 
7 2009 年 1 月 20 日、金融委員会報道資料「建設社および中小造船社構造調整の影響及び対応方案」 
8 同じ 
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金融の共生図謀、国内造船所の新造船建造時外貨効果が高い国籍外航船社に対する輸出

保険工事の貸出保証支援を促進）等の構造調整促進方向を提示した。9 

3) 金融会社の不良債権処理方案の整備 

 企業財務改善支援団はグローバル金融危機以降、企業構造調整が比較的に円滑に推進され

るにつれ、金融機関の不良債権に対する実効性のある整理計画を樹立したが、具体的内容に

は、①構造調整基金の設置を通じ不良債権買入の拡大を推進し、②民間資本市場を活用した

不良債権整理を積極的に推進し、③民間のバッドバンクなど金融会社の自体整理努力の拡大

を推進し、④金融会社が積極的に不良債権の減縮を誘導する等が含まれていた。 

 特に金融会社の積極的な不良債権の減縮に関連して、①銀行圏に対しては金監院が銀行別

に不良債権減縮目標計画を協議・確定した後、分期別に移行実態を点検・管理し、②第二金

融圏の場合、PF 不良債権は構造調整基金を活用して迅速に整理し、他の不良債権の場合、金

融会社が積極的に自体整理するよう指導し、③金融監督院が分期ごとに健全性分類調整内訳

を点検することで潜在的な不実与信を積極的に認識するように資産健全化を誘導する等の方

案が提示された。10 

4) 新構造調整方案（資本市場を通じた構造調整および P プラン）推進 

 2017 年金融委員会は銀行借入に依存した企業たちの資金調達方式が会社債務、CP 発行等資

本市場を積極的に活用する方式で変化するにつれ、債権団を構成する債権者の数が伸び、債

権者間の利害関係も多様化しており、債権銀行が主導に構造調整方式を決定する現構造調整

体系（London Approach）の限界が露出されるにつれて、現行債権金融機関を中心とする構造

調整体系を①資本市場を通じた構造調整方式と②裁判所による迅速な構造調整方式（Pre-

packaged-Plan, P-Plan)として多様化すると発表した。 

 まず、資本市場を通じた構造調整方式には、①構造調整債権価格算定の公正性・透明性を

高め構造調整企業売却の活性化のための制度的基盤の整備、②債権金融機関が保有する構造

調整企業を一つにし（pooling）買収者と賣渡者を結び付ける仲介プラットフォームを構築

し、③政策金融機関に、計 1．6兆ウォン限度で限度性与信支援プログラム（産業銀行,輸出

入銀行）および保証プログラム（信用保証基金、企業保証基金）を新設し PEF を通じ構造調

整を推進する企業の限度性与信確保を支援し、④企業構造調整ファンドの造成を通じた構造

調整の債権市場に対する十分な流動性供給を提示した。 

 一方、裁判所による迅速な構造調整方式に関しては、①回生裁判所と金融監督当局の協力

強化、②円滑な P-Plan 適用のための事前回生計画案運営準則、P-Plan ガイドライン等具体

的運営方案を整備すると発表した。11 

5) 新たしい企業構造調整推進方向の定立 

 その間の構造調整推進過程において事前的対応、産業的考慮、現場意見の反映、国債銀行

出資企業に対する管理等が不足だったという診断により、産業競争力強化関係長官会議にお

いて「新たな企業構造調整推進方向」を提示したが、不実兆候以前段階においては①金監院

が産業うち主要企業に対する財務状況、経営条件、リスク要因等を定期点検する等、産業診

                                                 
9 2009 年 3 月 5 日、金融委員会報道資料「海運業構造調整推進方向」 
10 2009 年 7 月 30 日、金融委員会報道資料「企業構造調整推進状況および金融会社不実債権整理計画」 
11 2017 年 4 月 13 日、金融監督院報道資料「銀行長懇談会を通じた『新企業構造調整方案』発表」 
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断システムを構築し先制的構造調整手続強化を推進し、②企業活力向上のための特別法を通

じ先制的事業再編を誘導し、不実兆候感知段階においては市場中心の常時構造調整（信用危

険評価結果により債権団を中心に常時構造調整進行および資本市場を通じた構造調整、ワー

クアウト、企業回生手続等を通じた構造調整方式多様化）活性化等の改善策が提示された。

12 

 

4． 構造調整推進に必要な法律および協約等の制定関与 

1) 金融監督機関の関与形式 

 構造調整推進関連法律に関しては代表的に企業構造調整促進法の制定および改正に金融監

督機関が積極的に関与している。 

 構造調整推進に必要な協約等の制定に対しては金融監督機関が協約の内容および実行方向

等に直接、間接的に関与するとして知られているが、外部において、その具体的な関与内容

を分かり難く、対外的には関連金融機関たちが該当金融業圏協会等を中心に自律的に協約を

制定し加入しており、実際に協約に加入しない金融機関たちもあった。協約加入後には協約

に根拠して構造調整手続に義務的に参与しなければならない。 

2) 企業構造調整促進法の制定および改正 

 金融委員会は韓国のワークアウト制度の基本法的な企業構造調整促進法の制定および改正

に関する主務官庁としてワークアウト制度の整備および実行に対する中枢的な役割を遂行し

ている。また金融監督院は債権金融機関協議会招集時に、金融機関に対して対象企業に対す

る一時停止要請等を通じ円滑な企業構造調整を可能にする機能をしている。企業構造調整促

進法は 2001 年 8 月に限時法で制定されて以来、数回の延長および再立法を経て効力を維持し

てきたが 2018 年 6 月 30 日で失効した。企促法は裁判所の関与なく金融債権者たちの主導で

債務者会社に対する管理手続を開始し債務者会社の金融債務を調整することで債務者会社の

更生を求めることに意味を置いており、特に最新の企促法は金融機関以外に金融債権を保有

する一般債権者および外国債権者も適用対象に含め、債権の性質が金融債権に該当すれば全

ての調整対象に含めたということに特徴があった。ただ、失効による空白を埋めるために、

債権金融機関たちの間の新たな協約を締結して少なくとも締結金融機関たちの間では効力を

維持するように見え13、これと関連して、2018 年 8 月 1日に「企業構造調整運営協約」が施

行され、それによると金融債権調整の効力は現企促法と異なって協約当事者でない金融機関

たちには及ぼさなくなる。14 

 一方、金融委員会においてはやはり企促法を維持する必要性があると見ており、企促法の

再立法を準備している。すでに 2018 年 4 月 26 日にゼ・ユンギョン（諸閏景）議員等の発議

で企促法を 2年ほどさらに延長する内容の改正案が国会に係留中であり、2018 年 7 月 30 日

にはシン・ゼチョル（沈在哲）議員等が初めから有効期間のない企促法を発議した。 

                                                 
12 2017 年 12 月 8 日、関係機関合同報道資料「新たな企業構造調整推進方向」 
13 その間、企促法の延長過程で企促法廃止論議とそれによる空白が繋がってきたように、2015 年 12 月 31

日に、延長なく終了廃止された旧企促法の場合、再立法までの過渡期の間に債権金融機関間で旧企促

法とほぼ同一内容の協約を締結し構造調整が施行された。 
14 2018 年 8 月 1 日、銀行連合会報道資料「債権金融機関の企業構造調整業務運営協約施行」 
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3) 貸主団協約 

 全国銀行連合会は 2008 年 4 月 1日に一時的に困難を経験している中堅優良建設会社を支援

するための「貸主団運営協約」を実行すると発表した。これは中堅優良建設会社が一時的な

流動性不足でメイン金融機関に一時停止を要請しまたは債権金融機関がメイン金融機関に要

請する場合、メイン金融機関は債権金融機関間の協議を通じ 1年範囲内で一回に限り債権行

使を猶予するようにする内容として、対象企業はメイン金融機関が施工能力評価等を勘案し

て営業力と認知度を備えていると判断する建設企業および関連施行社である。 

 メイン金融機関は①建設会社がメイン金融機関に一時的な流動性不足で一時停止を要請す

る場合、②各債権金融機関が一時停止が必要であると判断しこれをメイン金融機関に要請す

る場合、③他のメイン金融機関が支援対象企業に対する流動性不足の解消のために必要であ

ると判断する場合に、一時停止の可否を審査することになり、メイン金融機関が一時停止が

必要であると判断して猶予期間を記載して各債権金融期間に書面で通報する場合、債権金融

機関は一時停止通知が発送された時から弁済期日が到来するすべての債権に対して債権行使

を猶予しなければならない。 

 一方、新規資金支援は貸主団自律協議会を通じ可能であり、これに同意する債権金融機関

のみ支援することになる。流動性不足が特定事業場において生じた場合、PF 主管銀行は新規

資金を優先的に支援できるよう積極的に検討すべきであり、メイン金融機関と緊密に協助し

なければならない。15 

4） 中小企業迅速金融支援プログラム 

 金融委員会はグローバル金融危機当時、信用度脆弱（Gray Zone）中小企業に対する与信の

過度委縮を防止するため 2008 年 10 月から中小企業ファーストトラックプログラム（FTP）を

施行した。信用度が相対的劣位である正常企業（A・B等級）の一時的流動性危機時、迅速な

金融支援を通じ早期正常化を支援し銀行たちの積極的な流動性支援を誘導するため債権銀行

団が新規資金を支援する時、信用保証基金・企業保証基金がそれぞれ特別保証を提供できる

ようにする内容であって、これは破綻兆候発生前、中小企業の一時的支援手段として有用に

活用されており、2016 年末まで持続的に延長された。 

 一方、金融委員会はより効果の高い、迅速な金融支援プログラムを導入するためファース

トトラックを常設・制度化した中小企業への迅速金融支援プログラムを導入した。これはフ

ァーストトラックに対比してみるとき、①信用保証基金および企業保証基金で保証比率を大

幅に上向した調整（40%から 6~70%まで調整）であり、②特別保証支援企業の財務条件等が改

善される場合、保証料率を優待（最大 30%p）する等の事項が含まれるものである。16 

 

5． 構造調整推進に必要な機関設立関与 

1) 連合資産管理 

 2009 年 2 月 15 日、「金融当局および主要銀行銀行長合同ワークショップ」において急増

する銀行不良債権を効率的に整理するための方案の一環として金融機関が不良債権の引受、

                                                 
15 2008 年 4 月 1 日、銀行連合会報道資料「中堅優良建設企業の一時的流動性支援のための『貸主団運営

協約』施行」 
16 2016 年 12 月 27 日、金融委員会報道資料「『中小企業迅速金融支援プログラム』新設」 
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管理および処分業務を遂行する民間バンクを発足する必要があるとの意見が提起されて、こ

れに 2009 年 8 月 20 日市中 6銀行（農業中央会、新韓銀行、ウリィ銀行、ハナ銀行、企業銀

行、国民銀行）は「バッドバンク設立のための諒解覚書」を締結した。それによる効果とし

て、①民間自律による銀行の不良債権の整理、②銀行の資産健全性向上を通じた実物経済支

援余力の拡充、③公的資金からなり立てられる構造調整基金と相互補完機能の遂行、④不良

債権市場の活性化等が達成された。17 

2) 不動産 PF 正常化バンク 

 国民銀行、ウリィ銀行、農業中央会、新韓銀行、産業銀行、企業銀行、ハナ銀行等、７つ

銀行および連合資産管理（株）は 2011 年 6 月 13 日に不動産景気沈滞が持続される中で、建

設会社構造調整等の影響で銀行の不動産 PF 不良債権規模が増加するに連れて PF 不良債権を

効率的に整理するための方案の一環として不動産 PF 正常化バンクを発足させ、6月 29 日

に、19 事業場、約 1兆２千億ウォン規模の PF 債権引受を完了した。不動産 PF 正常化バンク

の役割として、①事業場の構造調整方案（事業継続または中断可否、施行社/施工社交替可

否、自体事業推進または外部売却可否、新規資金支援対象事業場の選定）を整備し、②貸主

団内、議決権の集中で迅速で一貫された意思決定および事業場水量調節を通じた完成品需給

調整を通じ事業場単位構造調整の実効性を向上し、③建設社の早期正常化を支援することに

あり、その効果としては、①民間自律による銀行の不動産 PF 不良債権の整理、②銀行の資産

健全性向上およびこれによる実物経済支援余力の拡充、③PF 事業場構造調整を通じた建設社

の早期正常化が可能になった。18 

3) 企業構造革新ファンドおよび企業構造革新支援センター 

 金融委員会と金融監督院は市場中心の常時的構造調整を活性化するため 2017 年 12 月 18 日

に産業・輸出入・企業・ウリィ・農業・ハナ・国民・新韓上記８銀行と韓国資産管理工事、

韓国成長金融はともに 2018 年上半期中１兆ウォン規模の「企業構造革新ファンド」を成り立

たせるため、諒解覚書（MOU）を締結した。 

 また、韓国資産管理工事を通じ資本市場と対象企業を結び付ける「企業構造調整プラット

フォーム」の機能をする企業構造革新支援センターを設置し①資本市場の冒険資本を企業構

造調整市場に供給することで、企業の業革新成長」を誘導し、②債権金融機関の積極的・先

制的企業構造調整促進条件を用意し経済の活力を向上する等、「生産的金融」を拡大し、③

自律協約・ワークアウト企業に適格投資者および公的再起支援プログラム情報を提供し自律

的経営正常化を支援する等の方法で構造調整債権売却を活性化し、信用危険評価とワークア

ウト制度改善を通じ迅速な構造調整推進を求めようとした。19 

 

（翻訳：大阪大学大学院法学研究科博士課程 李英） 

 

                                                 
17 2009 年 8 月 20 日、銀行連合会報道資料「民間のバッドバンク設立のための諒解覚書締結」 
18 2011 年 5 月 31 日、銀行連合会報道資料「不動産 PF 不実債権整理機構設立のための諒解覚書締結」 
19 2017 年 12 月 18 日、金融委員会報道資料「新政府の企業構造革新支援方案」 


